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平成 28年 5月 31日 付不動産鑑定評価書に対する意見書

平成 29年 4月 25日

1級建築士事務所 be gOing

l級建築士 平野 憲司 |― |

はじめに

財務省近畿財務局は2016年 6月 学校法人森友学園に対して、鑑定価格9億 5600

万円の国有地を約 8億 1900万 円値引きして、1億 3400万円で売却した。

値引き約 8億 1900万円は主として廃材、プラスチック、生活ゴミ等の地下埋

設物撤去及び処理費用である。その費用の査定は、山本不動産鑑定士事務所作

成の平成 28年 5月 31日 付不動産鑑定評価書 (以下「評価書」という。)に よる

ものである。

森友学園への国有地売却は、約 8億 1900万円の大幅な値引きが問題になって

いることから、評価書の地下埋設物撤去及び処理費用の査定について、以下に

意見を述べる。

評価書の地下埋設物撤去 日処分費用の算定方法

1)基本的な考え方

平成 22年に実施した地下構造物調査結果と小学校設計図面を容考に地下

埋設物量を算定した上で、工事積算基準等に基づき撤去・除去費用を算定

2)概要

① 地下埋設物の内容

廃材、プラスチック、生活ゴミ等

② 地下埋設物の量

対象範囲×深さ×埋設物混入率により、地下埋設物の量を算定

i)対象面積

地下構造物調査結果に基づき、地下埋設物が混入している姑象面積

を約 5,190だに設定
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五)深さ

①基礎杭が打たれる箇所、②校舎が建設される箇所、③その他の土

地の 3種類に分け、深さを設定

① :9。 9m(実際に杭が打たれる深さ)

②、③ :深 さ3.8m(森友学園側の建設工事に係る試掘により地下埋

設物が発見された深さ)

述)埋設物混入率

平成 22年に実施した地下構造物調査に基づき47.1%に設定

③ 撤去・処分費用の算定

地下埋設物の撤去・処分の作業工程を以下のとおり設定し、②で算出

した数量と工事積算基準等に基づき撤去 。処分を算定

i)地下埋設物の掘削

五)掘削された地下埋設物の トラックヘの積み込み

血)地下埋設物の代替となる土の埋め戻し

市)地下埋設物の トラックによる運搬

v)処分場による処分

2. 「不動産鑑定評価書の内訳表」の査定

評価書の地下埋設物撤去及び処理費用の 「内訳表」は以下の条件で査定 し

た。

1)基礎杭が打たれる箇所の 9,9mの地下埋設物は疑念があるが、数量は「内

訳表」の数量 とした。但 し、処分費の数量 (t)は 、重量換算係数及び廃プ

ラスチ ック等混入率 47.1%に基づいて地下埋設物単位重量を 1.3t/m3と

して、残土運搬の数量 (m3)か ら算出した。

2)工 事単価は、地下埋設物撤去及び処理の工事が民間の工事業者によつて

実施 され ることか ら、一般財 団法人建設物価調査会発行 の 「建設物価

2016.1」 、「建築コス ト情報 2016.1.冬 」 (評価書の作成年)の市場単価 (十

分な市場競争のもとに総合工事業者 と第一次下請専門工事業者の間で取引

された価格で、材料費、労務費、機械損料、運搬費及び下請経費等を含む

施工単位 当た りの取引単価)で査定 した。
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3)共通仮設費、現場管理費、一般管理費は、一般財団法人建設物価調査会

発行の「建設工事標準歩掛」で査定した。

4)消費税 8%は、地下埋設物撤去及び処理費用に含めた。

上記条件による地下埋設物撤去及び処理費用は、「不動産鑑定評価書内訳表

の査定」に示すように、370,807,728円 である。

3.査定結果の所見

1)評価書の地下埋設物撤去及び処理費用の査定額は 819,741,947円 である

が、be goingの査定額は370,807,728円 であり、448,934,219円 の減額に

なる。

2)減額が大きい直接工事費は処分費である。評価書の処分費の数量 (t)は、

地下埋設物 lm3当たりの単位重量を 1.6t/m3(内訳表第 1号 :処分費 2,720

t/残土運搬 1,700m3)と してぃるが、単位重量 1。 6t/m3の上質は宅地造

成法施行令第 19条第 2項第 2号の別表第二によると、「シル ト、粘土又は

それらを多量に含む土」である。しかし、地下埋設物は、評価書によると

単位重量 1,lt/m3の廃プラスチック等の混入率が 47.1%であるから、地

下埋設物の単位重量 1.6t/m3は過大である。

3)評 価書の間接工事費の共通仮設費 35,923,312円 は be gOing査定額 と比

較すると、27,534,260円 (35,923,312-8,389,052円 )高額である。評価

書の共通仮設費率 6。 99%が市場価格の共通仮設費率 2.92%に比べて高比率

であることが要因である。

4)評価書の間接工事費の現場管理費 136,128,686円 はbe gOing査 定額と比

較すると、■8,003,173円 (136,128,686円 -18,125,513円 )高額であり、

過大である。評価書の現場管理費率 24.74%が市場価格の現場管理費率

6。 13%に比べて著しく高比率であることが要因である。

また、地下埋設物の撤去 。処理の工事は工期が約 2ヶ 月であり、工事種

目が少ない地下埋設物の撤去・処理であるから、評価書のような高額な現

場管理費が生じることはない。
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5)評価書の「内訳表第 1号 直接工事費 (杭 )」 の数量及び処理費用の根拠

は、「地下埋設物撤去数量及び処理費用算出根拠について」に記載している。

①  「数量算出根拠」の「1)柱状地盤改良に伴 う埋設物」には、「設計図

面を元に土量数量及び地下埋設物調査時の混入率 (廃材 。ゴミ)を考慮

し数量を算出」と記載している。また、「地中埋設物」には、「③建物基

礎部分の地盤改良 (柱状改良)工事において、地中から、廃材、ビニー

ル片等の生活ゴミを含む埋設物が発生している。」と記載している。

平成 26年 12月 付「(仮称)M学園小学校新築工事地盤調査報告書」(以

下「地盤調査報告書」という。)2頁の「調査位置図」のボーリング地点

No.1、 配2は校舎の建設場所である。

地盤調査報告書 17頁以下の「4。 1 ボーリング調査」によると、配1地

点の「GL-1.35～ -3.05m:礫混じリシル ト質砂」は「塩ビ片や木片お

よびビニル片などを多量に混入している。」と記載されている。

また、「GL-8。 15～ -8.70m:粘土」は「GL-8.20m付近では木片を混

入している。」と記載されている。

さらに、「9.9m(実際に杭が打たれる深さ)」 付近は、「GL-9。 60～ 一

11.25m:シル ト混じり砂」であり、地下埋設物の記載はない。

一方、配2地点の「GL-0,00～ -3.10m:礫混じリシル ト質砂」は「GL

-1.00m以深では礫分が減少し、ビニル片や木片などを多く混入してい

る。」と記載しているが、GL-3.10m以深は地下埋設物の記載はない。

地盤調査報告書 39買の「5.1地層構成について」によると、地表部は

「盛土層」であり、層厚は 3.05m～3.10mである。また、盛土層下部の

地盤は「沖積層」であり、層厚は 6,75m～8.05mで ある。

以上から、塩ビ片、ビニル片などの生活ゴミが混入する地層は、地表

より311:1付近の盛土層である。しかし、配1地点では、GL-8.15～ 8,70m

の粘土層で木片が確認されている。

自然状態で堆積した沖積層の木片は違和感があるが、その埋設量を混

入率 47。 1%と することは過大である。

②  「処理費用算出根拠」は「1)杭打ちに伴 う盛り土及び建物基礎掘削土」

と記載している。しかし、「杭打ちに伴う盛り土」及び「建物基礎掘削土」

は、建築工事の工事種目であるから、地下埋設物の処理費用に計上する

ことは誤りである。また、校舎部分の地下埋設物の撤去・処理費用は「内

訳表第 2号 直接工事費 (建物)」 である。
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したがつて、評価書の 「内訳表第 1号 直接工事費 (杭 )」 は、地下埋

設物の撤去 。処理費用から削除するのが妥当である。

その場合、評価書の 「内訳表第 1号 直接工事費 (杭 )」 の 63,344,600

円は減額 となる。



不動産鑑定評価書内訳表の査定

適 用

律譜ェ事種楽悲掛 941百

建設ェ事標塗悲桂卜944百

樺 譜 ェ 喜 糧 盗 券 推卜945百

1細強 箋 十 茎 落 所 beどdng杏申 客百

奉 網

-226_907580

-226907580

-226.907580

-145_537433

-27_534260

-118003173

-4a,34820

-415_679833

-33254.386

-448934.219

当洋客百

287_296_320

287_296_320

287.296.320

26_514_565

8_389_052

18.125.513

29.529.604

343_340_489

27.467.239

370.807.728

重 イ而鞘 昌

1

1

1

A× 2.92%

(A+B)X6.13%

(A+B+C)x941%

A+B+G+D

(A+B+C+D)X80ノ6

A+B+CttDttE

重 待

式

式

式

A

B

C

D

E

不動磨鮮†評イ面書内訳表

≦洋宏百

514203_900

514.203.900

514_203_900

172.051.998

35923_312

136_128_686

72_764_424

759.020.322

60_721625

819_741_947

重 1而

※( )内 %は be ttoingが 算出して記載

数 昌

1

1

1

1

1

1

望 侍

式

式

式

式

式

式

規  格

内訳表第 1.2.3号

※ (6.990/o)

※ (24.740/o)

※ (10_600/o)

8,t

名  称

概堂箱  総括寿

工事脅

百撻工事書

首撻ェ事 書

闇機ェ事書

共涌イ反譜書

暉場 管 I甲書

一般管理費

計

消書紳相 当箱

合 計
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適 用

&幸設物価 900買

コスト情報 127頁

律設物価900頁

1細建 築 十 喜 落 所 be gdng杏†宕百

善 妬

0

0

-30410_280

-30.410.280

0

0

-4764_100

0

-91230_840

-95_994940

令 客百

316_200

3.828.400

30.789.720

34_934_320

1_608_200

948_600

18_300_000

11_485_200

92.369.160

124.711.160

重 価

186

2.252

13_932

374

186

3.000

2.252

13_932

鞘 暑

1.700

1.700

((D 2210

4.300

5.100

6.100

5.100

(②  6630

望 侍

3
m

3
m

t

m
3

3
m

3
m

3
m

t

不 重れ彦需 申部 イ而書 内訳 寿

者洋宕百

316_200

3_828_400

61.200.000

65_344_600

1_608_200

948_600

23.064.100

11.485.200

183600.000

220.706,100

望 価

186

2.252

22.500

374

186

3.781

2.252

22_500

豹 号

1.700

1.700

2_720

4_300

5_100

6_100

5_100

8_160

望 什

3
m

3
m

t

3
m

3
m

3
m

3
m

t

規  格

内訳表第1暑  直接工事費 (杭 )

靡材、フ
°
ラスチック等

肉訳表第2暑  直接工事費 (建物 )

名  称

稽 込 み

残 ± .運柵

処分菅

計

床 堀

稽 込み

残土運搬

処分書

計
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適 用

コスト情報 127百

姜靖e物イ面900百

際プラス手ック等湿入率 47_10/。 (不重九「←と舗ヤ評価書 )

1_lt/m3x。 _471-卜 1_4tノ/m3)(。 _529=1_26tノ/rn3≒ 1_3tノ/m3

1細律築士事 務 所 be gdng杏‡網

姜 霜

0

0

-3005_000

0

-96597360

-100_502360

1_700m3Xl.3tノ /rn3==2.210t

5_100m3Xl_3tノ/nn3==6.630t

5_400m3Xl^3tノ/rn3==7_020t

重昌換算係数 t/m3(建 設物価 883頁 )

者洋宕百

1_683_000

1.004.400

15_000_000

12_160800

97.802.640

127_650_840

廉プラスチック 1.lt/m3

緯譜 汚浮   1_4t/m3

堂 イ而

374

186

3000

2.252

13932

土れ下 土里譜 物 望 侍 琶 曇

数 畳

4_500

5_400

5_000

5.400

(《⊃ 7_020

堂 竹

3
m

3
m

3
m

3
m

t  '

※①

※ の

※(3め

不 重れ虐熊 申部 1而喜 肉訳 寿

令 客百

1_683000

1_004_400

18.905.000

12.160.800

194_400_000

228.153.200

崖生1而

374

186

3.781

2_252

22_500

碁t暑

4.500

5.400

5.000

5_400

8_640

重 侍

3
m

3
m

3
m

3
m

t

規  格

内訳表第3号  直接工事費 (土地 )

名  称

虞 婦

稽 払 み

埋め戻 し

残土運輸豊

処′刀`書

計
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資 料



9

錨定 第 16GS040S号

平 成 28年 5月 31田

支出負担行為担当官

近畿財務局総務部次長 殿

大阪常中央区南久宝等町 lT日 9番 1号

ルート船場ビル 603母

理講 06…6271疇2BSS"7ア ツクス OG"0170戸 23S4

山オ、不動 産 銭 落士 事務 所

代 表  山 本  憾

本 動 産 鑑 定 評 価 善

平成23年 4月 22田 付近財統―打第442号で依頼のあつた不勁産の鑑定評価につ

いては、次のとおり報告します。

営B

担当不動嵐鑑定士

本件価格学岡査に当たつては、自己又は関係人の利害の有熱その他いかなる理由に

かかわらず、公工醍当な態声ェを保持し,専 F辱 職業家としての良心に従い.舗実 I工不動産

の価格等調査を行つた。



金 134,
門/耐〉

意見子面錮

10
く付留e意見 >
― 憲離価組

Xと の 件を前手足とするものである。

二 査定の条1牛

本編鑑定評籠にあたつては.鑑定評価の条件 (地域露囚又1ま個別的興国についての

幅定上の条件)によつてr他下埋設物として廃材、ビニール片等の生活ゴミが確躍されて
いるが、本件評価において価格影威隈因から除外する。」ものとしたが、4窟鬼価額の査
定解あた,Flま、依寒見奢猥黒の注也下娯骰物散去及び処眼畏用を加「条し,つ、題駿事項
を本線般走解価鎮に風R火した場合の意見価銀差査定する。

なお、そわ他の条件について1まに本編鑑慮評価におlする鑽駕評価の条件に準ずる。

室 査定の機緯  .
本編餓々評価で滉定した質地価額から依頼碧機森の地下埋設物微歯及び処理費用

を絶除し、さらi=当 該独去等に機因する事業鶏間の長期化に件う影馨を加
'未

して意見価
額を査定することとした。

Jぃ 更地側鎮
本絹鑑定評1厨て決定した買地l側 篠は下記の通りであるα

9selooo,ooO岡

2ぃ

譜遥ぎ鷲驚綿 霧議雲及び

'逸

理費用 (消 費統込み〉Iよ下需の通りである。

撤 810,741,947円

“

X,て 鬱 Lヽ 熊

ぞ 徴 硯   B ■  ■ R

Bu賢

Rtt B囁 母 た

四用品Fr むこ ■1■釦 .l 11:ILa口 り

咀 Rj景 素 H協 t〔比0,

よ遇

“

い偽 嗚 よ 題 事1ヽ

閉 r魔資

PttК :B確 . A

工‐ 密 賂a帆韓

璃▼節 g,■ ξ電 篤 駅 暫

19
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から上評2の地下盤設
紹を奮静         暴孫穂監犠去魯1間 に起因する鴫地開発事業期間の健

を講じて慧見価額を査定した。

輩1 学2
-81 7 947

48

ti十 △2% 000 000986 t X

lS,300

業I 更地1画観 (本編鐘館騨値)

中2 地下埋設物撤去及び処理壷需
黎8 事業期間長ゴ覇1と に伴う滅価準

地下堪設物撒去及び催寝作業itお`いて儘定されている錦簡lま 1駈

ね2ケ月組農て'あり、保苺At観 点から当骸作業によつて、最箱競使用
であるイ銭宅碑.ヨお'事業期間におlする鯨鶏版入時期も遷延することが想
定される。

従,て、事業鶏間の長期 1と に伴う逸共好〔益相応の滅1置率を下斜
の通け査定した。

r
鞠0と08→△20/c

資本収益率簿重隷 黙 強機下
以 上

20



12

地下埋設物撤去・処分費用の算定方法

1.基本的考え方

O 平成 22年に実施した地下構造物調査結果と小学校設計図面を参考に地下埋

設物量を算定した上で、工事績算基準等に基づき撤去 “除去費用を算定。

2.概要

(1) 地下埋設物の内容

O 廃材、プラスチツ 生活ゴミ

(2)地下埋設物の量

O 対象範囲X深さX 埋設物混入率により、地 設物の量 算 定

【対象面積】
日地下構造物調査結果等に基づき、地下埋設物が混入している対象面

積を約 5,190ポ に設 定

【深さ】

・①基礎杭が打たれる箇所、②枝舎が建設される箇所、③その他の土地

の 3種類に分 Iす、深さを設定

① :9.9耐 (実際に杭が打たれる深査】
甲③ :深さ3.3m.(森 友準園側の建設工事に係る により地下

物が発見された深さ)

【埋設物混入率】

=平成 22年に実施した地下構造物調査 : き47.1%に

(3)撤去 B処分費用の算定

O 地下埋設物の徹去 "処分の作業工程を以下のとおり設定し、(2)で算出

した数量と工事積算基準等に基づき撤去・処分費用を算定。

①地下埋設物の掘削

②掘肖Ⅲされた地下埋設物のトラツクヘの積み

③地下埋設物の代替となる上の 民 し

④地下埋設物のトラックによる運搬

⑤処分場による処分

※ 詳細は大阪航空局作成資料を参照
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建築と設備工事の価格情報議
2016

建築工事市場単価/建築工事標準施工単価

E公共建築工事における工期設定の基本的考え方
■営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン(案 )

■CLTによる木造建築物の設計法の開発2構造設計法の開発
■見積り実例/超高層集合住宅
■見積り実例によるコスト分析
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■本書の追加・修正事項のお知らせ
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の相談」など,ご質問内容によってはお答えできない場合もあります。
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0 建築工事の積算体系及び歩掛

① 工事費の構成

建築工事の工事費の積算は,敷地条件,建物の規模・

構造,工法,施工の段取 り,環境,他工事との関連,工

事期間,季節,下請業者の状況,契約上の諸条件等を勘

案し,適正に行わなければならない。

発注者が作成する工事費は,工事価格に消費税等相当

額 5%を加算することにようて算定される。消費税等相

当額は,所得税法及び消費税法並びに地方税法に基づき

工事価格に課せられることとなる消費税及び地方消費税

の額である。

工事価格は,工事原価に一般管理費等 (付加利益を含

む)を加算し,算定する。

工事原価は,純工事費 (下請経費を含む)と 現場管理

費とで構成し,純工事費は直接工事費 (直接仮設を含む)

と共通仮設費 (総合仮設費)と に分けられる。

直接工事費は,工事目的物を施工するために直接必要

とされる費用であり,各工事科日ごとに分けて積算す

る。

共通仮設費,現場管理費及び一般管理費等を合わせて

共通費という。また,現場管理費と一般管理費等を合わ

せて諸経費ということがある。

共通費は,②の共通仮設費,現場管理費,一般管理費

等に基づいて積算するD

工事費の構成は,下図による。

② 数量基準

建築工事の数量は,一般に (一財)建築コスト管理シ

ステム研究所及び (公社)日 本建築積算協会が編集した

「建築数量積算基準 。同解説」(以下,「数量積算基準」と

いう)に よることが多い。この数量積算基準は,工事費

0建設工事の積算体系及び歩掛-1

(積算価額)を積算するための建築数量の計測・計算の方

法を示すものであり,鉄筋コンクリー ト造 (RC造),鉄

骨鉄筋コンクリー ト造 (SRC造),鉄骨造 (S造)及び壁

式鉄筋コンクリー ト造 (RC―W造)等の標準的な建築物

について定めたものである。

建築工事の数量は,設計図書に示された内容に基づき,

数量積算基準の定める方法により算出する。

③ 内訳書式

建築工事の工事費算出の根拠を示す内訳書は,一般に

(一財)建築コスト管理システム研究所及び (公社)日 本

建築積算協会が編集した「建築工事内訳書標準書式・同

解説」(以下,「内訳標準書式」という)に よることが多

Vヽ 。この内訳標準書式には,工種別内訳書標準書式(以下,

「工種別内訳書式」という),改修内訳書標準書式 (以下,

「改修内訳書式」という)及び部分別内訳書標準書式(以

下,「部分別内訳書式」という)の三うの書式がある。

(1)工種別内訳書式

工種別内訳書式は,主に工種・材料を対象として部

分の価格を計算し,工程の順序に従い記載する方式で

あり,内訳書式として一般に広く使用されている。

工事種目の区分は,設計図,仕様書等の表示に従

い,建物の棟別,各工作物又は工種区分等による。

各工事種目は,科 目,細 目等に区分する.

科目は,工種別,材種別,職種別,箇所別又は機

能別等によって区分する。

細目は,科 目を更に細分化したもので,材料費,

労務費,仮設費,機械器具費,運搬費及び下請とな

る専門工事業者の経費 (以下,「下請経費」という)

等又はそのいくつかを併せたもので示す。

工事費の構成及び工種別内,R

(種 目房U内訳)

A棟建築

(″ 設 備)

B棟建築

(″ 設 備)

屋外施設等

―――――(諸経費)―

(科 目別内訳)

直 接 仮 設

土    工

地   秦

鉄    筋
コンクリート

型   枠

鉄   骨

既製ヨンクリート

防   水

石
タ  イ  ,レ

木   正一
屋根及びとい

金    属

左    官

建    具

カーテンウォール

塗   装

内 外  髪

(制 目別内訳)(一部例示)

普通コンクリー ト

無筋コンタリー ト
コンクリート打設手関

ポ ン ブ 圧 送

裕 造 体 強 度 補 正
コンクリー ト足場

(打 維 ぎ 処 理)

(止   水  板)

構   造   材

造   作   材

集   成   材

板      材

合      板

銘      木

施   工   費

(防薦・防虫・防蟻処理)

1.囲  障

2 構内舗装

3 屋外排水

4植  栽

■

儀

狩

脱

併

ｎ

■

２

ほ

-1
-―-2

-3
r―-4

臣 :

――-1
-―-2

-―-3

-4
-一-5

L三

`

工 事

る

監理費) ユニット及びその他

発 生材 処 理ぢ善憲書鷺吾諄啓i
工事価格に消費税法第28条第1項及び第29条並びに地方税法第72条の82及び第72条の83の規定により算出した税宰を乗して算定する。)

一-937-―



0共  通  費-1

② 共 通 費

① 共通仮設費 (総合仮設費)

仮設工事とは,建築物等を完成するために必要とする

一時的な仮の施設・設備をいい,工事が完了するまでに

全て撤去されるものであり,共通仮設 (総合板設ともい

う),直接仮設及び専用仮設に区分される。

共通仮設は,複数の工事種 目に共通して必要 とする仮

設であり,直接仮設は,工事種目ごとの複数の工事科目

に共通して必要とする仮設をいう。

また,専用仮設は,工事種目ごとの工事科目で単独に

必要とする仮設をいう。これらの仮設は工事に不可欠な

ものである。

公共工事標準請負契約約款第 1条の3には,「仮設,施

工方法その他工事目的物を完成させるために必要な一切

の手段については, この約款及び設計図書に特別の定め

がある場合を除き,受注者がその責任において定める。」

とあり,仮設は原則として受注者の任意に基づくものと

されている。生産手段を持たない発注者である官公庁の

積算方法としては仮設について現場の実態を想定して費

用を算定しており,多 くの場合は後述するように実績値

を数値化して用いている。

共通仮設費は,各工事種目 (事務所・庁舎,卓庫, 自

転車置場等)に共通して使用する仮設の費用 (準備費,

仮設建物費,工事施設費,環境安全費,動力用水光熱費,

屋外整理清掃費,機械器具費,その他)と して計上する。

共通仮設費の項目及び内容は次表による。

27

任意仮設については受注者の任意性が容認されている

ことから,受発注者双方がそれぞれ施工計画を立てて費

用を積み上げるか,統計的な比率により費用を算定する。

次頁に示している建築工事の共通仮設費率は,国土交通

省官庁営繕部が平成 23年 4月 に公表した共通仮設費率

の算定式をもとに算定した率である。||| ■ ――‐

なお,次買の表の共通仮設費率は,1施工場所がす般的

な市行地の場合の比率であり,1次の工事については,実

状に応じて補正又は別途積算するよ   ‐ |ヽ―  |

(1)山 間へき地及び離島にお
―
いて施工する工事  |

(動 建物種類が公共住宅である工事
―

i・

―
 1 1

(3)積雪寒冷地において積雪寒冷期に施工する工事

またi共通イ尻設費は敷地の状況,建物の種類,その他

の施工条件等によぅて変化するので注意を要する。

次買の表の共通仮設費率は!実態調査の結果;共通仮

設費との相関が比較的高い工事規模 (直接工事費)と 工

期に応 じた共通仮設費率を数値化したものである.。  |
なお,正期 (T)は ,契約日の翌日から工期末までの期

間の日数と.するが,I契約 日が事前に想定できない場合は,

開札から契約までを考慮 して7日 を滅じる。 | l i

また1月 数の換算は,1カ 月―を 30!日 として除し,1小数

点以下第 2位を四捨五入 して 1位止めとする。 ィ
|

通常,共通仮設費は,直接工事費に対する比率 (共通

仮設費率)を求め,直接工事費にこの共通イ反設費率を乗

じて算定し,率に含まれない内容は積み上げにより算定

して加算する6

ただし,共通仮設費率を算定する場合の直接工事費に

1よ ,発生材処分費を含まないとすな々 ,建築工事にお

いて,発生材処分費 (建設発生土処分費を含む。)を含め

|を発注する場合,発生務処分費を蔭く置接工事費の合計

1額 と当該工事の工期に汁応する共通仮設費率により恭遅

仮設費を算定し,発生材処分費については,'共通仮設費

の算定の対象としない。  (
共通仮設費率の算定方法tま す対象となる工事の直接エ

事費と工期により1次頁の表 〔備考〕に示す算定式から比

率を求める。ただし, この求めた比率が下限値以下の場

合は下限イ盲Lと し1上限値以上め場合は上限値とする。
「

なお,新営工事の直接工事費が1千万円以下 (改修エ

事は5百万円以下)の下限TttL及び上限値は,次責の表て備

考〕に示すそれぞれの数値とし,新皆工事の直接工事費

が1千万円を超える (改修工事は5百万円を超える)下

限値及び上限値は,それぞれの算定式により求めた数値

とする。

項    目 内 容

敷地測量 , 道路占有料,仮設用

借地料,その他の準備に要する費用

監理事務所,現場事務所,倉庫,下小屋 ,

宿舎,作業員施設等に要する費用

仮囲い,工事用道路,歩道構台,場内通信

設備等の工事用施設に要する費用

安全標識,消火設備等の施設の設置,安全

管理・合図等の要員,隣接物等の養生及び

補償復旧に要する費用

工事用電気設備及び工事用給排水設備に要

する費用並びに工事用電気・水道料金等

屋外及び敷地周辺の跡片付け及びこれに伴

う屋外発生材処分等並びに除雪に要する費

用

共通的な工事用機オ貞器具 (測量機器,揚重

機械器具,雑機械器具)に要する費用

材料及び製品の品質管理試験に要する費

用,その他上記のいずれの項目にも属さな
い費用

準  備  費

仮 設 建 物 費

工 事 施 設 費

環 境 安 全 費

動力用水光熱費

屋外整理清掃費

機 械 器 具 費

そ  の  他

共通仮設には,指定仮設と任意仮設とがあり,指定仮

設については発注者が指定する仮設を受注者は設ける義

務が生 じることか ら通常積み上げ計算が行なわれてい

る。
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0共  通 費-2 28

算定式による共通仮設費率 (Kr)の参考値 (%)(抜粋 )

共通仮設費率 新営建築工事

鳥軽号竜撃電君尋ま秋1誌蓑釘ド
を
0ま 4ヤ■

Kr=7.56受 |~°
1105×

`よ

1

直接工

注1

注2

算定式.に よ

上限値 4.33(%)
下限値 325(%)

1千万円を超える 上限値 Kr手 5,78× PO°313

下限値 Kr i 4134× PO°313

本表の共通1反設費率は,施工場所が一般的な市街地の比率である。

走rの値は,'小数点以下第 3位を四捨五入 して 2位止めとするЭ

(Kr)9参考値 (%)(抜粋)

注)直接工事費には発生材処分費を含まない。   ■
.―  ●    |.`

〔備考〕算定式は以下のとおり                      : ―

Kr=18 03 X P~02027× T04017   . ― ;―  i     l
ただし,!春r:恭澤低設鷲率 (%) ・ !. _     :     :     :

P :直接工事費|(千田)と ■.5耳万円以下の場合は,5百万円として扱う
T:エデ』(力 月)― ′ r  i_

直接工事婁
':百

万円必下

 幸器層

:帖
階 |―

 ―

・

歳 表の五雹積設紬 だ望暫訴藻晟体審ギ憲五撫統
;

注2.Krあ値は,小数点以下第3位ど四捨王入して2位止めとする3

P:直接工事費 (千円) 下限値 (%)
T:工期 (力 月)

上限値 (%)T:3.0 T:4,0 T:6.0 T:12.0 T:180 T:36.0
10,000 3 25 3.55 3.80 4.19 4.33

25,000 3.16 3.21 3.44 3.79 4.21

501000 3.09 ・3.19 3.51 4,12

100,000 3.03 3.25 3.84 4,03

200,9∞ 21.96 3.01 3.55 ` 3.01 3,94

400,000 2.90 3:29 3.63 3.86

600,000 2186 3115 31.47 3.81

800,000 2184 .3.05
3.36 3,78

1:,000i000 2.82 2.97 3.28 3,75

2,曼00,.090. 2.74 2.96 3.49 3.64

5,000,000 2.68 2,74 3.24 3.57

P:直接工事費 (千円) 下限値 (%)
T:工期 (力 月)

上限値 (%)T:2.0 T:3.0 T:6.0 T:9.0 T:12.0 T:18.0
5,lll10 3.59 4.24 4.99 6.07

15,000 3.30 3.39 3,99 5.27 5.58

25,000 3.17 |!  3.60 5.36

50,000 3.00 3.13 4.13 ・1 4.86 5,08

100,000 2.85 3159 4.22 _4.74 4.82

200,9pO 2.70 . s,67 4.12 4.56

400,000 2.56 i`2171 13.19 3.58 4,21 4.33

61111,OllCl 2.48 :2150 〔 .2194 3.30 3.88 4.19
: 800i000 121:42 1  2,77 3,11- 3,66 4.10

1 2.38 2.65 2.97 3.50 4.03
・2.26 2i3o 2,.58: 304 3.82
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仮 設 建 物 費

工 事 施 設 費

項   目

そ  の  他

②共  通  費-3

建築工事の共通仮設費率に含まれない内容

内 容

準  備  費 量に要する費用,道路占有料,仮設

環 境 安 全 費

用借地料

宿舎,設計図書によるイメーツアツプ費用

仮囲い,工事用道路,歩道構台,設計図書

によるイメ■ジアップ費用

安全管理・合図等の要員に要する費用

本受電後の電力基本料金
!

除雪に要する費用

揚重機機器具に要する費用

材料及び製品の品質管理試験に要する費用
(た だし,コ ンクリートのF土縮謀摯費,鉄筋
の圧接試験費,1軽微なものの費用を除く)

動力用水光熱費

屋外整理清掃費

機 械 器 具 費

29

された場合にはこれらの項目について費用を積み上げて

共通仮設費に加算する必要がある(0仮設②共通仮設(総

合仮設)(2)仮囲いの歩掛による)。

継続工事を一般競争入札等で発注する場合, コスト面

及び,安全性などを考慮し,仮設建物等を存置すること

がある。1反設建物等を存置する場合は,現に施工中の正

事費から仮設建物等の撤去費,運搬費を低減し,継続工

事に計上する。 |
.ま たi工事の内容に次のような■般工事に含まれない

工事等 (必下,「そのイ也I事」という。)を合ませて発注

する場合, これらの工事については,別途共通仮設費を

算定する。この場合,その他工事の1直接ェ事費に対する

共通仮設養率1ま ,10/。 として共通仮設費を算定する。

(その他工事)            .
・特殊な室内装備品(家具,書架及び実験台の類)工事

・造園工事,舗装及びとりこわし工事  ・

占められてお り,特殊な条件での建築物等,工事内容に

よっては,人員構成に相違が出ることが予想されるため,

共通仮設費と同様,施工場所,建物の種類等の施工条件

の影響を受けやすいことから兵状に心じて補正来は別途

積算する。

通常,現場管理費は事務所・庁舎等,類型的範囲内で

は純工事費及び正期との高い相関を示すことから,純正

建築工事の発注工事において,鉄骨造及び鉄骨鉄筋コ

ンクリート造の主体構造物に係わる鉄骨工事について

は, この共通仮設費率が鉄筋コンクリート造を想定して

いることから補正を行う必要がある。

補正方法は,鉄骨以外の一般工事の直接工事費と鉄骨

工事の直接工事費の合計額と当該工事の二期から前買の

表 〔備考〕の算定式により共通仮設費率を求め,鉄骨以

外の一般工事の直接工事費に姑しては, この共通仮設費

率により共通仮設費を算定し,鉄骨工事の直接工事費に

対しては,こ の共通仮設費率に0,9程度を乗じて共通仮

設費を算定する。

なお,一般工事とは,建築工事の発注において,通常

の建物本体工事をいう。

また,設計図書に仮囲い,仮設鉄板敷等の設置が特記

項   目 容

労 務 管 理 費 現場労働者及び現場雇用労働者の労務管理に要する費用
・募集及び解散に要する費用        .
・慰安,娯楽及び厚生に要する費用
,純工事費に合まれない作業用具及び作業用被服等の費用
・賃金以外の食事,通勤費等に妄する費用
・安全,衛生に要する費用及び研修訓練等に要する費用

労災保険法による給付以外に災害時に する費用

租 税 公 課 工事契約書等の印紙代,申
署手続き費用

,謄抄本登記等の証紙代,固定資産税・自動車税等の租税公
~課
,諸官公

保  険  料 火災保険,工事保険,自動車保険,組立保険,賠償責任保険及び法定外の労災保険の保険料

従業員給料手当 現場従業員の給与,諸手当 (交通費,住宅手当等)及び賞与

施工図等作成費 施工図等を外注した場合の費用

退  職  金 現場従業員に対する退職給付引当金繰入額及び現場雇用労働者の退職金

法 定 福 利 費 現場従業員,現場労働者及び現場雇用労働者に関する労災保険料,雇用保険料,健康保険料及び厚生

年金保険料の事業主負担額並びに建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額

福 利 厚 生 費 現場従業員に対する慰安,娯楽,厚生,貸与被服,健康診断,医療,慶弔見舞等に要する費用

事 務 用 品 費 事務用消耗品費,OA機器等の事務用備品費,新聞・図書・雑誌等の購入費,工事写真代等の費用

通 信 交 通 費 通信費,旅費及び交通費

補  償  費 工事施工に伴って通常発生する騒音,振動,濁水,I事用車両の通行等に対して,近隣の第三者に支

払われる補償費。ただし,電波障害等に関する補償費を除く。

会議費,式典費,工事実績の登録等に要する費用,その他上記のいずれの項目にも属さなぃ費用そ  の  他
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0共  通  費-4 SO

事費及び工期に対応する比率 (現場管理費率)を求め,

純工事費にこの現場管理費率を乗 じて算定する。次頁に

示している現場管理費率は,国土交通省官庁営繕部が平

成 23年 4月 に公表した現場管理費率の算定式をもとに

算定した率である。なお,現場管理費の項目及び内容は

前頁の表による。

通常,現場管理費は,純工事費に対する比率 (現場管

理費率)を求め,純工事費にこの現場管理費率を乗 じて

算定し,率に含まれない内容は積み上げにより算定して

加算する。

ただし,現場管理費率を算定する場合の純工事費には,

発生材処分費を含まない。すなわち,建築工事において,

発生材処分費 (建設発生土処分費を含む。)を含めて発注

する場合,発生材処分費を除く純工事費の合計額と当該

工事の工期に姑応する現場管理費率により現場管理費を

算定し,発生材処分費については,現場管理費の算定の

対象としない。

現場管理費率の算定方法は,対象となる工事の純工事

費と工期により次頁の表 〔備考〕に示す算定式から比率

を求める。ただし, この求めた比率が下限値以下の場合

は下限値とし,上限値以上の場合は上限値とする。

なお,新営工事の純工事費が 1千万円以下 (改修工事

は5百万円以下)の下限値及び上限値は,表 〔備考〕に

示すそれぞれの数値とし,新営工事の純工事費が 1千万

円を超える (改修工事は5百万円を超える)下限値及び

上限値は,それぞれの算定式により求めた数値とする。

鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の主体構造物に係

わる鉄骨工事については,①共通仮設費と同様な方法で

現場管理費率の補正を行う必要がある。

補正方法は,鉄骨以外の一般工事の純工事費と鉄骨正

事の純工事費の合計額と当該工事の工期から次頁の表

〔備考〕の算定式により現場管理費率を求め,鉄骨以外の

一般工事の純工事費に姑しては, この現場管理費率によ

り現場管理費を算定し,鉄骨工事の純工事費に姑しては,

この現場管理費率に1,0程度を乗じて現場管理費を算定

する。

また,電波障害, 日照障害等の特別補償費は,別途積

み上げを必要とする。

なお,工事の内容に「その他工事」を含ませて発注す

る場合, これらの工事については,別途現場管理費を算

定する。この場合,その他工事の純工事費に対する現場

管理費率は,2%と して現場管理費を算定する。
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算定式による現場管理費率 (Jo)の参考値 (%)(抜粋 )

騨

注)純工事費には発生材処分費を含まない。

〔備考〕 の

=151,08× N 3396× 5860

し

し

T

純工事費 1千万円以下   上限値 20.13(%)
下限値 1001(%)

1千万円を超える 上限値 Jo=75.97× Np~01黎2

下限値 」o=37.76× Np 0 1442

注1 本表の現場管理費率は,施工場所が一般的な市街地の比率である。

注2 Joの値は,小数点以下第 3位 を四捨五入して 2位止めとする。

算定式による現場管理費率 (」o)の参考値 (%)(抜粋 )

現場管理費率 改修建築工事

注)純工事費には発生材処分費を含まない。

〔備考〕算定式は以下のとおり

」o=356.20 X Np~0・
4085× T05766

ただし,」O:現場管理費率 (%)

Np:純工事費 (千円)と し,5百万円以下の場合は,5百万円として扱う

T :工期 (力 月)

純工事費5百万円以下   上限値 2686(%)
下限値 12.70(%)

5百万円を超える 上限値 」o=18458× Np~°
2路3

下限値 」o=87.29 X Np~02263

注1 本表の現場管理費率は,施工場所が一般的な市街地の比率である。

注2.」oの値は,小数点以下第3位 を四捨五入して2位止めとする。

31

1

Np:純工事費 (千円) 下限値 (%)
T:工期 (力 月)

上限値(%)
T:3.0 T:4,0 T:6.0 T:12.0 T:18.0 T:36.0

10,000 10,Ol 12.60 14.91 18,91 20.13

25,000 8.77 9.23 10.93 13.86 17.64

50,000 7.93 8.63 10.95 15,96

100,000 7.18 8.65 12.99 14.44

200,000 6.50 6 84 10.27 13.02 13.07

400,000 5。 88 8.11 10 29 11.83

600,000 5.54 7.07 8.96 11.15

800,000 5.32 6.41 8.13 10.70

と,000,000 5.15 5,94! 7.54 10.36-

2,500,000 4.51 5.52 8.29 つ.08

5,000,000 4.08 4.36 6.55 8,22

Np:純工事費 (千円) 下限値 (%)
T:I期 (力 月)

上限値(%)
T:2.0 T:30 T:6.0 T:9.0 T:12.0 T:18,0

5,000 12,70 16.38 20.69 26.86!

15,000 9.91 10.46 13.21 19,70 20.95

25,000 8.82 10,72 15,99 18.66

50,000 7.54 8.08 12.05 15.22 15195

100,000 6.45 9,08 H.47 13.53 13.64

200,000 5,51 6.84 8.64 10,20 11.66

400,000 4.71 5.15 6.61 7.68 9.71 9,96

600,000 4.30 ,4.37  . 5.51 6.51 8.22 9,09

800,000 4.03 4,90 5.79 7.31 8.52

1,000,000 3.39 4.43 5 28 6.69 3 10

2,000,000 3.27 3.37 3,9&, 5.03 6.92
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③ 一般管理費等

一般管理費等は,工事施工にあたる受注者が継続して

企業活動するために本・支店,営業所等が必要とする経

費であり,一般管理費と付加利益からなるЭしたがって,

一般管理費を個々の工事で積み上げることは不可能であ

り,統計値によらぎるを得ない。

一般管理費の項目及び内容は,次表による。

一  般  管  理  費

算定式による一般管理費等率 (Gp)の参考値 (%)(抜粋 )

一般管理費等率 建築工事

〔備考〕算定式は以下のとおり

Gp=15065-1028× log(Cp)

ただし 一般管理費等率 (%)

注  Gpの値は,小数点以下第 3位を四捨五入して2位

止めとする。

項    目 内 容

取締役及び監査役に要する報酬

本店及び支店の従業員に対する給与,諸手

当及び賞与 (賞与引当金繰入額を含む。)

本店及び支店の役員及び従業員に対する退

職金 (退職給付引当金繰入額及び退職年金

掛金を含む。)

本店及び支店の従業員に関する労災保険

料,雇用保険料,健康保険料及び厚生年金

保険料の事業主負担額

本店及び支店の従業員に対する慰安,娯楽,

貸与被服,医療,慶弔見舞等の福利厚生等
に要する費用

建物,機械,装置等の修繕維持費,倉庫物

品の管理費等

事務用消耗品費,固定資産に計上しない事

務用備品,新聞参考図書等の購入費
通信費,旅費及び交通費

電力,水道,ガス等の費用

技術研究,開発等の費用

広告,公告又は宣伝に要する費用

得意先,来客等の接待,慶弔見舞等に要す
る費用

社会福祉団体等に対する寄付

事務所,寮,社宅等の借地借家料

建物,車両,機械装置,事務用備品等の減
価償却額

新製品又は新技術の研究のための特別に支
出した費用の償却額

新技術又は新経営組I哉の採用,資源の開発・

並びに市場の開拓のため特別に支出した費

用の償却額

不動産取得税,固定資産税等の租税及び道

路占有料その他の公課

火災保険その他の損害保険料

契約の保証に必要な費用

社内打合せの費用,諸団体会費等の上記の
いずれの項目にも属さない費用

役 員 報 酬

従業員給料手当

退  職  金

法 定 福 利 費

福 利 厚 生 費

維 持 修 繕 費

事 務 用 品 費

通 信 交 通 費

動力用水光熱費

調 査 研 究 費

広 告 宣 伝 費

交  際  費

試験研究償却費

開 発 償 却 費

租 税 公 課

保  険  料

契 約 保 証 費

維     費

金

賃

費

家

去

付

　

償

代

価

寄

地

減

一般管理費等は,工事の性質,需給の状況,履行の難

易等によって相違する。また,一般管理費等は直接工事

費,共通仮設費,及び現場管理費を合計した,いわゆる

工事原価に対応する比率 (一般管理費等率)を求め,工

事原価にこの一般管理費等率を乗 じて算定する。

なお,契約保証費については,必要に応 じて別途加算

する。

ここに示 している一般管理費等率は,平成 23年 4月

に国土交通省官庁営繕部から公表されている。

Cp:工事原価 (十円) 参考値 (%)

5,000以 下 11.26

10,000 10.95

25,000 10.54

50,000 10.23

100,000 993

200,000 9.62

400,000 931

600,000 913

800,000 9 00

1,000,000 8,90

2,500,000 8.49

3,000,000を 超える 841

―-945-一
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■「追録」等に関するご案内

本法令集刊行後、重要な新法 。改正が公布・施行されたなど

の場合、「追録」を発行する場合がございます。「追録」を希望

される方は、本法令集添付のはがきに、郵送先住所等をご記

入、「追録郵送」欄をチェックのうえ、弊社出版部宛てにご返

送 ください (非売品 。送料無料。2017年12月 末日まで実施 )。

「追録」発行など本法令集に関する各種情報については、下

記の弊社WEBサ イ ト「建築法令集 (オ レンジ本)公式ペー

ジ」で公表・配信 しています。本書の活用に、お役立てくださ

い。

http:〃www2.ksknet,co.jp/bOOk/hOurdoasp
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(仮称)M学園小学校新築工事

地盤調査報告書

平成 26年 12月
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銘
=Hl毬

4↓ 測査結果

4.1ボーリング餌盗

ボー ジング調査は、伊丹 i丁 ロプロジエク トエ事が計画 されている敷地内に

おいて、計 2簡 所のボー ジングを行つた。群れⅢな結果は、巻末の「ボージング

柱状図Jに陛理 して示 した通 りである。また、ボー

"ン
グ地点の標高は調査位

置園【図示 した敷地 1ヒ 側のマンホール天端を基準点 として地盤標高を測定 した。

.メ
下、表-4.1げ 1に ボー )ン グ地点一覧表を示す。

表-4.1,1 ボーリング地点―賞

地点‖

“

子と口標高

К8‖ttn)

制査深慶

GL珈

調査位置

北緯 案緩

1 1 1 学 46.50 34-16‐20,1 135‐23い 18.1

2 1,24 21=50 31-16-19.2 135‐28■■6

調査地における地層の分布状滉を担掘する目的で、推定地層断面図を作成 し

た。調査の紺果、当該地の地盤は最上部に人 口故変上の盛土層、その下位に沖

秋層および決積層に属す る砂質土および粘性上が互層状に分布 している.当 該

地の地層区分は層相や 〃値の分布等か ら区分 した。

以下、各地点別 にボー リング結果を述べる。

( あ

(」

-17-
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Nor i地点 地盤標高 KBM+1。 17m 調査深度 6L…46,60m_

・GL-0.00～ と,00耐 :礫潟じリンルト質砂

暗黄灰色を塁する1'Ⅲ質とである。   .
細～粗砂分よりなる混成砂を主体とし、ンルト～粘土

及び径 2～20n醸程度
|の
亜円～円藤を不均質【瀑入して

予ヽ る。

含水量は中程度である。

・GL-1.00～ 1.35船 :1'′質粘土

贈灰色を塁する粘機上である。

高塑性・高含水の軟質粘土を差体とし、組守組砂を不

均質に湯入している。

e CL… 1.35～-3.05n i凍混じりンル ト質砂

黒灰色を量する砂質土であるぅ

細～粗砂分よりなる潟成砂を主体とし、犠塑性シル ト

を不均質に潟入している。塩ピ片や木片およびピエル

片などを多量に潟入して彰ヽ る。 含水量は高いっ

。CL口3.05～■消51n:砂質粘土

暗灰色を最する絡性上である。

高理性・高含水の軟質粘上を主体とし、細砂分を不均

質に混入している。

・Cと-3.30～…住00h:粘土質砂

B音灰色を皇する砂質とである。

細～粗砂のユ毘成秒を主体とし軟質粘とを不均質に潟入

している。

CL-5,｀ 40m以深では員設片を少量ユ尾入している。

含水量は高い。

・ OL…6.00-中 8.15m: 上

暗灰色を塁する粘性上である。

高理機・高含水の軟賀粘上を主体とし、細砂分を不均

質に混入している。

員殺片を点在している。  .
地下水位 :Gし-1.72賦

(
|

一ｒ

‥

‥

‐

，

‐

，

‐

」

Ｔ

Ｈ

●

ｆ

Ｒ

Ｉ

Ｉ

Ｐ

Ｈ

Ь

|
|

ゝ

い

櫛

報商:(m)

i00

‐
1“ ω
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乱 ω

‐ 00
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◆GL-8.15～ -8`70罰 :粘と

背灰色を塁する粘性とである。

均質な高塑性粘土を主体としている。含水量は若千低く。やや釈質な粘性とである。

CL―a,20船 付近では木片を潟入している。

・CL-3.70～ -9,60m:砂質粘土

背灰色を呈する粘性上である。

高塑性・商含水の状質粘とを主体とし、細砂分を不均質に

'毘

入している。

・ GL-9。 60～―J.25m:シルト混じり砂

暗灰色を塁する砂質とである。

比較的均質な細砂分を主体とし、十磯塑性シルトを少量混入している。

含水量は高い。

・GL-11.25～ -12,50m:砂質粘上

暗灰色を塁する粘性上である。

高速性・高含水の軟質粘土を
=体

とし、4褪砂分を不均質に混入している。

'G卜12.50～…1■ 40m:ンルト混じり砂

暗灰色を里する秒質上である。

茸1電砂分を主体とし低塑性シルトを不均質に混入している。

含水量は高い.

8卜13.10n付近では腐植物を少量潟入している。

GL-14.30n以 深では細～粗砂分を多く混入している。

・G卜14.40～■5,50職 :砂質粘土

暗灰色を盈する粘性とである。

高塑性 9高含水?軟質粘上を主体とし、細砂分を不均質に潟入している。下位に従い細

砂分は減少する。

・GL-15。 50～■5.80m:シルト滉じり砂

暗灰色を星する砂質上である。

細砂分を主体とし、低塑性シル ト分を少量協八している。

含水量は高い。

・GL-15.30～■6.60in i砂 質粘土

青灰色を塁する粘性とである。

高塑性粘上を主体としている。含水量は若予低く、やや硬質な粘性上である。細砂分を

不均質に混入している。

-19-
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・ CL-0し 10m i再槌

'尾

じり 卜宵活)

晴灰～黒灰色を里する秒質上である。

鳥Ч～犠砂分よりなる鴻成砂を主体とし、低塑性ンル ト

～商捌社粘上分およ〔メ任 2～80皿T凪度のEE角～日E円礫

を不均質に混

^し
ていうり

合水量は高い。

C卜'1:00市 付近まで祉物根を多くl鷺入している。

G卜I.00m以深では醸分が滅′少し、ビユル ど

を多く渦八 している。

・OL-0「 10～-3.35m:粘土

貯灰色を星する釉性土である。

再幽性 `再含水の秋質猫・土を主体としている。

・C卜3.38～-5:60m:粘土質砂

晴灰色を塁する秒質土である。

細～糧イレ分よりなる浣河t砂と主体としている。仙弊

のシル ト分およて卜高塑性粘上分を不均質に混入してい

る。

含水量hk肖い。

研倒ω

eTむ

■lω

虫 Oa

地下水位 :OL-1.98出

0卜4,40m以 深では員設片を少Ⅲ曹〔鴻入 している。

:Gと 5ヽ,SO～-3.80m f砂 質粘上
・

暗灰包を量する幣社土である。

高速性 ,商含水の協質粘土を主体とし、細砂分を不均質に潟入している。

貝殻片を少彙潤
`入

している。

aCレ8,ぢ0～-9.35m l油 土                  ・

背灰色を量する粘性上である。

拘買な高迎機構土を主体としている。含水量は若干低く、やや凝質である。

aCと山9,86～ヨ0.50m:粘士資砂

甘灰色を里する秒質上である.

細l砂分を主体とiン 、高塑性潜土を不均賀に鴻入している。

含水量は中程度である。

… 22-
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'OL-9i SO～ 10.』 0硝 こ砂賀琳町Jェ

“

昔灰色を足する紺性上である。

高塑性 と円含水の快質粘土を主体とし、細T沙分を不均賀に滉入している。

,G卜 JO.ユ 0～10,60m:ンルト沌じり秒

〕狩,ズ色む畳する秒質上である。              ・

イユl砂分を主体とし、高地性 ]腐含水の状賞粕土を不均質に鴻入している。
含水盟は高い。

・Ct-10,60～中ニユ,60Jn t粘主

暗医色を旦する粘性とである.

JきJ賀な前理性粘土を主体としている。合水H=は薪千任く、やや碩賞である。

'GL―ュェ.60-"二 3.001n tシル ト混じり砂

疇成色を塁する砂質土である。

比棋的均質み常押砂分を主体とし、低理性のシル ト分を少掘'ユ島入している。
含水量は問い。

a CL-19,00～ lS,60的 :礫1風 じり秒

市背灰色を里する砂質土である。

用翻～中炒よりなる縄成砂を主体とし、祖砂分および経 2～ 20節Ⅲ和度の霊円研畿守不杓質に

'島

入している。

C卜14.00〕也付近からCL-lS,00m付近にかけて、細～租砂分よりなる温成砂が主体となる。
C卜lS,00m以探では、粗砂分お1主体となる。  ・

hO卜16.50～-16,00m:シル ト汎しり秒機

暗灰色を曇する碑質上である。

槻砂分およひ縫 2～20血程度の皿田撫を主体とし、細砂分および低塑性のシルト分を不
)0質に鴻仄している。

含水量は高い。

B GL‐1680～ 17.50m:丁少質シルト

背灰色を里する粘性士である。

低塑性シル トを主体とし、η側―被†狙7)を不拘賞に鴻入している。

合水量は中租度である。

=CI「17.50～-21.50れ ;藩府土

晴灰色を呈する芹占牲と｀
である。

均質′F高塑性がと'上を主体としている.含氷量は若干低く、やや硬賃である。

-23い
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S.調査結果のまとめ

5.1地旧帯成について

調査地は、「調査位置案内図』に示 した通 り、名神高速道路「豊中インターチェンジJ

の東方約 500mに位置する大阪府豊中市野田町 1501番で、 (仮称)M学園小学校新集工事おミ計

‐画されている所である。 :門 査地は大阪平野北縁にあた り、周囲には標高 4m程度

の優地が分布 している。 ,測 査地付近を構成する地屈は、下位 に決積層が、上位

に沖積層が分布 している。表層部には造成時に施工された盛土層が被覆 してい

る。今回の調査において明らかになつた地盤は、洪績層、沖積層 ともに、主に

砂質土および粘性とにより継成 され .部分的に残質上層が分布 している。以下、

今回の調査で明らか tと なった地盤特性の一覧を表“6.1.1～ 表中心.1,3に 、想定地

質断面図を図“5.1,1に 示す。

盤

t

勒
朧

地 盤 特 性地層 雪e号 地質 駆
ω

産上

(砂質土)

3,C5

3.10

3

敷地造成時に施工されたヤ少質上が主体である,細～組砂を主体
とし、シルト～粘上およびt憂2～80Щ程度の正円～円礫を不均

含水量は地下水面よりも上位では中程度、下都ては大となる。
おイ直の平均は3程度であり、綴い状態を示している。

ヽ
｀
o.F

質に混入している。

塵

　

上

　

層

B

0.35

0・ 25
2 遅盤若錯器識妾導議瀦評響幾需舌逸貴1高

速性・高合水の軟質粘
ζ混入している.

対蔵の平均は2程度である。

Acl
第一

粘性上層

As 砂質土肩
・3.10

2.90
3

沖嶺第一構性土層(Aじ1)下位に分布する砂質土層である。細～
キH花りめ混成秒を主体とし低塑性シルト～高速性粘上を不約質
に

'昆

入している。貝象=片 を点魯している。合水量は高い。
平均N使は3程度であり、綾い

'決

態を示している。

4

沖紋砂資土層(AS)下位に分布する芳告催上置である。萬塑性・高

含水の軟質粘上を主体とし、細砂を不的費に混入している。員

般片を少量混入しているぅヽ
マ。.1地点のCL-8,20H付近では本片を

鴻入してVヽる。    ・

平均N値はな程度であり、軟らかい相対桐度を示している。

沖

　

桜

　

層

れ 2
第二粘性

土層

£̀60

4.60

-39-
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地下競設物撤去数量及び処理費用算出根拠について

【数量算出根拠I

1) 伴 う 4勿

設 び地 時の混入率 ・ゴミ)

考慮し数量を算出9

2)地中埋設物

地下構造物状況観査の酬査籠四 (地表から 3.Omま で)以下から、建物基

h強工事 良)時に埋設物が発生したことから、調査籠田外の埋設物の

存在について検討を行つた結果、ス下の理由によゲ、敷地耳ヒ側区城 OJ添図

面のとお り)において廃材、ビニール片等を合む生活ゴミが地下構造物状況

①地キ構造物状況調査報告書で、調査範囲 (地表から・ai o∬ まで)におい

て敷地北部 (校舎側)で廃材、どニール片等の生活ゴミと上砂が混ざつ

たミンチ状の地層が存在することが報告されている。

なお、敷地南側で廃材、ビニール片等の生括ゴミとと砂が海ぎつたミ

ンチ状の地層の存在は報告されていない。         ヽ

｀
② 敷地凸の試:l目 笛所から、地表から す8胤 の場所でゴミの地層の存在が確

認できる。

⑥ 建物基礎部分の地盤破良 (柱状改良) 工事において、地中から廃材、ビ

ニール片等の生活ゴミを含む遼設物が発生している。

t処理費用錬出根処1

1)杭打ちに伴う盛り上及び建物基礎掘肖Jと ,

2)地中埋設産廃土 _

処理費用は、工事横算基準 (国土交通省)等により算出。
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経歴書

1級建築士事務所 be going 所長

大阪市北区西天満 4-9-2西 天満 ビル 〒530-0047

(Te1  06-6361 ぃ5891. Fax  06-6361 -1885)

□ 学歴 日職歴

昭和 42年      神戸大学工学部建築学科卒業

昭和 42年      北海道建築部営繕課勤務

昭和 46年      COM計 画研究所勤務

昭和 48年      美建.設計事務所勤務

昭和 50年      僻合同設計設立・取締役

昭和 62年      1級 建築士事務所 be going設立・現在に至る。

昭和 63年～平成 7年 近畿大学理工学部建築学科非常勤講師

平成 13年 4月 ～平成 22年 3月 美作大学生活科学部教授

昭和 52年以来、890余件の建築関連の調査報告書、鑑定書、意見書作成に携わ り、

その内 34件は大阪高裁、大阪地裁、神戸地裁、和歌山地裁、徳島地裁、松山地裁

の第二者鑑定。

自治体 (握原市、生駒市、芦屋市、吹田市)か らの鑑定依頼 4件。

□ 資 格        1級 建築士 建設大臣登録 76774号

(昭和 46年 12月 資格取得、昭和 47年 7月 31日 登録)

□ 著 書        「3階建て住宅が危ない !!」 (民事法研究会 )

「欠陥住宅事件ここが危ない r事例と教訓」 (学芸出版社 )

「よみがえれ !フ ェニックス土居川J共著 (清風堂書店)

「フオーラム堺学 第 9集」共著 (財・堺都市政策研究所)

□ 特 許        特許第 2552051号『パネル及び軸組プレカットパネル故め

込み構法」

□ 受賞歴        北方領土復帰啓発塔設計競技優秀賞 (昭和 45年 )

大阪市庁舎建替計画アイデアコンペ優秀賞 (昭和 53年 )

堺市庁舎建替計画アイデアコンペ優秀賞 (昭和 58年 )

毎日新聞郷土提言論文募集大阪府優秀賞 (昭和 63年 )

『居住新時代の木造住宅J設計コンペ優秀賞 (平成 4年 )

和歌山県心、るさと建築景観賞受賞 (平成 10年 )

し
ヨ刷

』
憲

の
野

』
平




